
　　　渋川市人事行政の運営等の状況の公表

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　職員の任免状況

ア　平成29年4月2日～平成30年4月1日採用者数（人）

イ　平成30年度再任用職員数（人）

一般行政職
その他

ウ　平成29年度退職者数（人）

定年退職
23

（２）　職員数の状況

ア　部門別職員数の状況　（各年4月1日現在）

特別行政部門

1 1 1建築技師

指導主事

0

1 1

16 19

合   計 758 742 △ 16

1 1

- 4

そ の 他 49 47 △ 2
下 水 道

※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、再任用
　 職員、派遣職員などを含み、再任用短時間勤務職員、臨時また非常勤職員を除いています。

小 計 100 96 △ 4

水 道 27 27 -
24 22 △ 2

教 育 152 144 △ 8
一般会計　計 658 646 △ 12

衛 生 52 49 △ 3
小 計 506 502 △ 4

土 木 82 77 △ 5
民 生 106 108 2

農林水産 37 36 △ 1
商 工 28 29 1

税 務 50 49 △ 1
労 働 1 1 -

平成30年

一
般
行
政
部
門

議 会 6 6 -
総 務 144 147 3

4 7 0 1 35

区   分 職員数（人） 対前年
増減数(人)部   門 平成29年

※地方公務員法第28条の4、第28条の5等の規定により、定年退職者等を1年を超えない範囲内で任期を
　 定め、採用することができる制度です。

応募認定退職 普通退職 免職 その他 計

常時勤務 短時間勤務
0 33
2 0

134

13

保育士 8 7

土木技師 4 2

公営企業等
会計部門

- -

総　数 168

　市の人事行政の公平性と透明性を高めるため、地方公務員法第５８条の２第３項及び渋川市人事行政
の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定に基づき、平成２９年度の渋川市の人事行政の運営
等の状況について、次のとおり公表します。

区分 申込者数 受験者数

一般事務 155 124

合格者数 採用者数

13



イ　職種別職員数の状況　（平成30年４月１日現在）

※技能労務職とは自動車運転・清掃業務・給食調理などに従事する職員です。

ウ　年齢階層別職員数（人）　（平成30年４月１日現在）

２　職員の人事評価の状況
（１）評価の対象期間

（２）被評価者及び評価者の区分

３　職員の給与の状況

（１）人件費の状況（平成28年度普通会計決算　※人口は平成29年1月1日現在）

※人件費には、給与、退職手当などの手当、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

（２）職員給与費の状況（平成28年度普通会計決算）

※職員手当には、退職手当は含みません。

業績評価

部長 -

課長

４月１日から翌年３月３１日まで

副市長

人件費率
（B/A）

7万9,949人 324億5,842万7千円 17億3,963万9千円 57億2,342万4千円 17.6%

住民基本台帳
人口

歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（B）

4 10

-部長

被評価者

評価の種類

部長

第１次評価者 第２次評価者

評価期間

主幹・主査・主任・主事 係長 課長

課長補佐・統括主幹

参事・課長

能力評価

0

0

技能労務職 0 0 0 0 11

48歳
～

51歳

52歳
～

55歳

56歳
～

59歳

0 1 1 3

47 70 83

60歳
以上

一般行政職 0 14 39 79 46 45 45 56

※一般行政職とは、総務・戸籍・年金・福祉等の業務に従事する事務職員と土木・建築などの設計監理事務に
　 従事する技術職員です。

20歳
未満

20歳
～

23歳

24歳
～

27歳

28歳
～

31歳

32歳
～

35歳

36歳
～

39歳

40歳
～

43歳

44歳
～

47歳

教育職 34 33 △ 1

合　　　計 758 742 △ 16

企業職（水道事業） 27 27 0

技能労務職 37 30 △ 7

看護師・保健師 38 38 0

福祉職 34 35 1

税務職 50 49 △ 1

医師・薬剤師・栄養士など 6 6 0

区　　　分
職員数（人） 対前年

増減数(人)平成29年 平成30年

一般行政職 532 524 △ 8

職員数
（Ｃ）

給与費 １人当たりの
給与費
（Ｄ/Ｃ）給料 職員手当 期末勤勉手当 計（Ｄ）

669人 25億1,583万5千円 4億7,203万7千円 10億530万6千円 39億9,317万8千円 597万円



（３）職員の平均給料・給与月額、平均年齢（平成30年４月１日現在）

※平均給与月額とは、平均給料と職員手当（期末勤勉手当、退職手当を除く）の合計の平均額です。

（４）職員の初任給の状況　（平成30年４月１日現在）　

（５）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況　（平成30年４月１日現在）

（６）　職員の級別職員数の状況（一般行政職）　（平成30年４月１日現在）

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

（７）　職員手当の状況

ア　期末勤勉手当の支給割合（平成30年４月１日現在）

※職務上の段階、級などによって５～15％の加算措置があります。

※支給率は国と同じです。

イ　退職手当の状況　（平成30年４月１日現在）

※その他の加算措置…定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１級 主事・技師 22人 4.2%

２級 主事・技師 91人 17.4%

３級 主査・主任 159人 30.3%

４級 統括主幹・主幹 125人 23.9%

2.1%

５級 課長補佐 62人 11.8%

６級 課長 41人 7.8%

合計 524人 100%

７級 参事 13人 2.5%

８級 部長 11人

自己都合 19.6695月分 28.0395月分

区分
支給率

勤続20年 勤続25年 勤続35年 最高限度額

39.7575月分 47.709月分

定年・応募認定 24.586875月分 33.27075月分 47.709月分 47.709月分

12月分 1.375月分 0.9月分

計 2.6月分 1.8月分

区分 期末手当 勤勉手当

６月分 1.225月分 0.9月分

技能労務職 高卒 － － 29万7,000円

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいい、採用前に
　 民間などの経歴がある場合は、その期間を換算し、採用後の年数に加えた年数をいいます。

一般行政職
大卒 28万4,900円 32万1,000円 35万7,500円

高卒 22万7,200円 28万7,500円 32万9,700円

技能労務職 高卒 14万7,100円 14万6,000円 －

区分
経験年数10年～

15年未満
経験年数15年～

20年未満
経験年数20年～

25年未満

一般行政職
大卒 17万9,200円 18万4,300円 17万9,200円

高卒 14万7,100円 15万400円 14万7,100円

技能労務職 34万8,960円 38万5,739円 53.1歳

区分 渋川市 群馬県 国

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

一般行政職 31万8,244円 37万8,087円 41.4歳



ウ　時間外勤務手当支給状況

エ　特殊勤務手当の支給状況　（平成30年４月支給分）

オ　扶養・住居・通勤手当の内容　（平成30年４月１日現在）

（８）特別職の報酬などの状況　（平成30年４月１日現在）

※平成30年度の期末手当について、市長30％、副市長20％、教育長10％のカットを行います。

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（標準的なもの）

（２）休暇の種類

３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分
午後０時から
午後１時まで

区分

39万円 （加算措置あり）

議員 36万円

1週間の
勤務時間

始業時刻 終業時刻 休憩時間

教育長 66万5,000円 12月期 2.２５月分

報酬

議長 43万5,000円 計 4.35月分

副議長

区　　　分 給料月額等 期末手当

給料

市長 82万5,000円

副市長 73万5,000円 ６月期 2.10月分

住居手当
借家・借間の場合（月額1万2,000円を超える家賃の支払い者）

家賃月額に応じて月額2万7,000円を限度に支給

通勤手当

交通機関等利用者

最長期間の運賃負担額に応じて月額5万5千円を限度に支給

交通用具等利用者

通勤距離に応じて月額3万1,600円を限度に支給

代表的な手当の名称

扶養手当

配偶者、父母等　1人につき月額6,500円

子　1人につき月額1万円

満16歳の年度始めから満22歳の年度末までの子　１人につき月額5,000円加算

清掃業務手当・税務事務手当・調査研究手当

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給対象職員１人当たり平均支給月額

内容

7.8%

8,694円

手当の種類　（ ）内は水道 9(3)種類

年次有給休暇

区分 支給総額 支給職員数 １人当たり支給月額

平成30年４月支給分 902万4,021円 357人 2万5,277円

区分

病気休暇

特別休暇

介護休暇

介護時間

概要

日数は年間２０日で、取得残日数が生じた場合、２０日まで繰り越すことができるが、１年間の年
次有給休暇の総日数は４０日を超えることはできない

職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認めら
れる場合における休暇とし、その期間は、規則で定める期間内において必要と認められる期間

選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の理由により職員が勤務しないこと
が相当である場合として規則で定める休暇

配偶者等の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合に、介護を必要とす
る一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲で指定する期間
内の休暇

配偶者等の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合に、連続する３年の
期間内において、１日を通じて２時間を超えない範囲内の休暇



（３）年次有給休暇の取得状況（平成29年）

（４）介護休暇及び介護時間の取得状況（平成29年度）

５　職員の休業に関する状況
（１）育児休業および部分休業の取得状況（平成29年度）

６　職員の分限および懲戒処分の状況
（１）分限処分の状況（平成29年度）

（２）懲戒処分の状況（平成29年度）

７　職員の服務の状況
（１）営利企業などの従事状況

（２）職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況

８　職員の退職管理の状況

平成29年度末退職者の状況（課長相当職以上）

介護休暇 介護時間

男性職員 0人 0人
女性職員 0人 0人

本市再任用等 10人

　研修を受ける場合、厚生に関する計画の実施に参加する場合、渋川市消防団の業務に従事す
る場合、職務に専念する義務を免除しています。

　退職後に営利企業等に再就職した元職員が市職員に対し、職務上の行為をするように、またはしな
いように要求、依頼することについては、地方公務員法により規制されています。市職員の退職管理に
関する条例により、在職中、管理・監督する立場にいた方で退職後２年間に再就職した場合は、任命
権者へ届け出ることとしています。

公共的団体 3人

その他民間 0人

　職員は営利企業などに従事することは制限されており、従事する場合には許可を受けなければ
なりません。なお、公務に影響を及ぼさないと判断できるものについては、任命権者の許可を得て
営利企業などに従事することができます。主なものとしては、消防団員や統計調査員などがありま
す。

懲戒 0人 0人 0人 0人
※懲戒処分は、職員の義務違反に対する道義的責任を問うものであり、地方公共団体における規律と公務
　 執行の秩序を維持することを目的として、職員に不利益を課する処分です。

分限 0人 0人 8人
※分限処分は、職員の身分保障を前提とし、職員がその職責を果たすことができない場合を定め、公務能率
　 の維持を目的として行う、職員に不利益な身分上の処分です。

戒告 減給 停職 免職

女性職員 31人 11人
※育児休業とは、職員が、地方公務員の育児休業等に関する法律の規定により、３歳に満たない子を養育
   するため、該当子が３歳に達する日まで休業することができる制度です。また、部分休業とは、職員が小学
   校就学の始期に達するまでの子を養育するために、１日の勤務時間の一部について勤務しないことを任命
   権者が、承認することができる制度です。

降任 免職 休職

育児休業 部分休業

男性職員 1人 0人

付与日数
翌年に繰り越す
ことができる日数

平均取得日数 取得率

20日 20日 10.6日 26.9%



９　職員の研修の状況
（１）階層別研修（平成29年度）

（２）教養研修（平成29年度）

（３）専門研修（平成29年度）

各課推薦者

全職員

全職員

嘱託職員・臨時職員

全職員

主査、主任級職員

新任課長級職員

新任係長級職員

新任主査級職員

新任主任級職員

全職員

採用後2～3年目の職員

全職員

全職員

全職員

主任・主査級職員

各課専門研修

新地方公会計研修

事務事業評価職員研修会

情報セキュリティ職員研修
（嘱託職員・委託職員）

情報セキュリティ職員研修

情報公開制度職員研修

財務会計事務研修

人事評価研修（評価者）
（渋川広域合同研修）

沼田市合同研修（政策形成） 4 12

1 45課長級職員

契約事務担当者及び
財務伝票起票担当者

30歳代の職員

18

1 17指導担当者

指導担当者

1 87

27

2 14係長級職員

主幹以下職員

財務諸表研修

ＣＳ接遇研修

全職員ＡＥＤの取扱いを含む救命講習

研修名

メンターフォロー研修

メンター研修

1

1

主幹以下職員

対象者

1 62

2 25

文化行政講演会

法制執務研修

2 32

日数 修了者（人）

1 128

1 39男女共同参画研修

心身の健康づくり研修
（渋川広域合同研修）

45

対象者

職員育成養成塾

1 31

1 58交通安全講話

運転適性検査

19

修了者（人）

採用後３～４年目の職員

対象者

新採用職員

2

2

22新採用職員

採用２年目の職員

沼田市合同研修（初級Ⅰ）

採用２年目職員研修

新採用職員研修（後期）

新採用職員研修（前期）

研修名

研修名

管理者研修Ⅰ

監督者研修Ⅰ

中級職員研修Ⅲ

中級職員研修Ⅰ

- 613

2 48

1 60

1 42

21

1

1 33

1 50

22

日数 修了者（人）

3

23

8

1

1

1

日数

5 22

16

1



（４）派遣研修（平成29年度）

（５）自主研修（平成29年度）

１０　職員の福祉および利益の保護の状況
（１）職員の健康の保持増進対策

健康診断（定期健康診断、がん検診など）

（２） 安全衛生に関する事項

衛生委員会開催、予防接種（破傷風）

（３） 災害補償の実施状況

地方公務員災害補償基金群馬県支部による認定・補償件数　０件

（４）互助会（渋川市職員共済会）に対する助成の状況（平成29年度）

※助成金の使途 職員の健康管理対策(人間ドック費用一部助成）

職員の団体保険掛金（死亡弔慰金など）

１１　公平委員会の業務の状況
（１）措置要求および不服申し立ての状況（平成29年度）

３日

２日

金額など

①互助会に対する助成金の額 684万1千円

②会員による掛金の額

自主研究グループ

項　　　　目

1,196万4千円

県市町村職員合同研修

２５日

５日

４日

各研修期間

１年間

2

1

自治大学校（第３期課程）

全国建設研修センター研修

全国市町村国際文化研究所研修

電話応対研修会

 電話応対コンクール（渋川地区大会）

ハラスメント（セクハラ・パワハラ）防止研修リーダー養成コース

接遇研修指導者養成研修会

早稲田大学マニフェスト研究所人材マネジメント部会

１～６か月

１年間

期間

群馬県市長会職員研修

自治大学校(地方公会計特別研修)

１年間

８日

３日

群馬県派遣実務研修

青年会議所派遣研修

不服申し立て 0件 -
-

2

通信教育 1

研修名 修了者（人）

１日

※措置要求とは、職員が給与や勤務時間などの勤務条件に関し、公平委員会に対して地方公共団体の当
　 局により適切な措置が執られるべきことを要求することです。

※不服申し立てとは、職員が懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けたとき、公平委員会に対して、
　 行政不服審査法により不服を申し立てることです。
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③公費負担率　① /（①＋②） 36.4%

件数 処理状況
措置要求 0件

1

5

29

各研修期間

7

4

2

1

1

1

研修名（派遣先） 期間 修了者（人）

1

2各研修期間

各研修期間


